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日本年金機構

・市区役所、町村役場
・自治会
・民生委員、児童委員

地域 関係団体

厚生労働省

教育委員会
社会福祉協議会

地方自治体

教育機関
商業施設 などなど

企業

社会保険（年金）協会・委員会
全国健康保険協会都道府県支部
都道府県社会保険労務士会
商工会・商工会議所 など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付、チラシ・リーフレットの配布
②年金制度説明会
③年金セミナー
④出張年金相談会
⑤地域年金事業運営調整会議
⑥ねんきん月間・年金の日における各種取組
⑦「わたしと年金」エッセイ など

・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）
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方

等
年金委員

年金委員 地域年金推進員

協力者

１．地域年金展開事業の概要（1/2）
令和５年３月
徳島北年金事務所
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地域年金展開事業の主な取組
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者からなる
『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。
年金委員

活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が実施する事業への意見・助言を行
うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。

地域年金事業
運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度説明会
を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周知、ポ
スター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。大学での
年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、配付の依頼等。

年金セミナー
事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役場や大
規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。

地域相談事業

１．地域年金展開事業の概要（2/2）

《取組内容》
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 公的年金制度は、「世代と世代の支え合い」と言われるように、広く世代・年齢、地
域・職域を超えた社会連帯の下に成立しており、これはいかなる制度設計の下でも普
遍的なものである。

 公的年金制度の運営にあたる日本年金機構にとっては、地域、教育、企業の中での年
金制度の周知、理解、支援のネットワークの再生・再構築が喫緊の課題であり、年金
制度に対する理解をより深め制度加⼊や保険料納付に結びつけるため、地域に根ざし
た「地域における年金運営の展開に関する事業」（呼称：「地域年金展開事業」）を
実施している。

 地域年金展開事業は、国民年金及び厚生年金の適⽤や収納、給付、年金相談といった
基幹業務における基盤となる事業であることから、関係機関（団体）の協力を得て、
地域に根ざした公的年金制度の啓発・普及を目的とした事業を推進する。

■ 基本方針
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１．地域年金事業運営調整会議

 地域年金展開事業の事業計画の策定・推進に関することについて
年金事務所で策定した地域年金展開事業（地域連携事業・年金セミナー事業・地域相談事業・年
金委員活動支援事業）の事業計画について、取組方針や取組実績などの報告を行い、各委員から
効果的かつ効率的な事業運営のための意見を聴取する。

 地域年金展開事業を充実させるための方策について
地域年金展開事業を充実させるため、各委員との意見交換を行う。

■ 令和５年度の取組

開催時期 主な議事案件

令和５年10月 ・令和４年度事業計画の結果報告

令和６年３月
・令和５年度事業実績の中間報告
・令和６年度事業計画（案）
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２．地域連携事業

 地域の関係機関（団体）と協力・連携し、年金制度の普及・啓発、国民年金保険料収納の向上
を図る。

《具体的な取組事項》
●地域における年金制度の周知を行うために、各組織における事務担当者や従業員・所属員・
加⼊員への年金制度説明会の開催

●年金制度に関するチラシ・ポスター等を配付し、各組織の掲示板への掲示や従業員への配付
及び回覧の依頼

●地域型年金委員及び職域型年金委員を活⽤し、自治会・町内会及び事業所において年金制度
に関するチラシ・パンフレット等の配付及び説明周知活動の実施

●市区町村担当職員向け情報誌「かけはし」の配付

３．年金セミナー事業

 日本年金機構職員が、大学、短大、専門学校、高校（夜間学校含む）等に出向き、年金セミナー
の実施や「わたしと年金」エッセイの募集を依頼（原則、対面での開催の実施を基本とするが、
教育機関等からWeb 会議サービス等を使⽤した非対面による実施要請があった場合は、非対面で
の開催を実施）する。なお、相手先機関から動画によるセミナーの要請があった場合には、動画
提供型も積極的に活⽤する。

《具体的な取組事項》
●大学等（高等学校、中学校）での年金セミナー実施
●都道府県教育委員会や県高等学校⻑会に対し、高校での年金セミナー実施やエッセイ募集に関
する事務連絡の発出依頼を行うなど協力の呼び掛け

●大学に対して、チラシ・パンフレットの設置を依頼する際、各大学のホームページへ年金啓発
資料の掲載を依頼
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４．地域相談事業

 市区役所・町村役場、民生委員、自治会、大学、事業所、ハローワーク等で、年金制度説明会
や出張年金相談（学特申請窓口、免除申請窓口含む）を実施し、住民の皆様などに年金をより
身近に感じていただき、年金制度の理解を深める。

《具体的な取組事項》
●市町村等への年金制度説明会
●事業所への年金制度説明会
●２０歳到達者年金相談・制度説明会

５．年金委員（地域型、職域型）活動支援事業

 年金委員への活動支援（研修の充実、積極的な情報提供）や定期的な意見交換会を実施する。

 健康保険委員との連携強化を図り、医療・年金に係る委員活動が一体的に行えるよう取組む。

《具体的な取組事項》
●年金委員への重点的な活動内容等の周知、協力依頼
●年金委員に対する情報提供（職域型「ハナミズキ通信」四半期毎、地域型「みつばち通
信」毎月）

●年金委員研修の実施
●年金委員との意見交換会（地域型年金委員連絡会及び地区連絡会の開催）
●年金委員の委嘱促進
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年 月 地域連携事業 年金セミナー事業 地域相談事業 年金委員活動支援事業

令和５年４月 ●市町村・ハローワーク・教育
委員会・社会福祉協議会・社
会保険労務士会等との連携強
化を図り、チラシ・パンフ
レット設置による周知・啓発
（毎月）

●ハローワークの雇⽤保険
受給者説明会での周知
（毎月）

●２０歳到達者年金相談・
制度説明会の開催（毎
月）

●新規適⽤事業所説明会
（毎月）

●職域型年金委員に対する情報誌
「ハナミズキ通信」送付（四半
期）

●地域型年金委員に対する情報誌
「みつばち通信」送付（毎月）

●年金委員委嘱促進（随時）
●年金委員研修開催（随時）

令和５年５月 ●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

【代表年金事務所】
●高等学校等への年金セミナー
開催依頼とアンケートの実施

令和５年６月 ●専門学校での年金セミナー実
施

●関係機関に「わたしと年金」
エッセイ募集ポスター・チラ
シの配付

●地域型年金委員連絡会及び地区
連絡会の開催

令和５年７月 ●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

●職域型年金委員に対する情報誌
「ハナミズキ通信」送付（四半
期）

●年金委員研修の実施

■ 実施スケジュール
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年 月 地域連携事業 年金セミナー事業 地域相談事業 年金委員活動支援事業

令和５年８月 ●市町村役場での年金制度
説明会

令和５年９月 ●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

●高等学校等での年金セミナー
実施

●地域型年金委員連絡会及び地区
連絡会の開催

令和５年１０月
〔地域年金事業運
営調整会議〕

●高等学校等での年金セミナー
実施

●職域型年金委員に対する情報誌
「ハナミズキ通信」送付（四半
期）

●年金委員研修の実施

令和５年１１月
〔ねんきん月間〕

●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

●高等学校等での年金セミナー
実施

●年金委員との意見交換会
●年金委員表彰式
●県下合同年金委員研修の実施
●四国ブロック社会保険委員会連
合会連絡協議会の開催

■ 実施スケジュール
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年 月 地域連携事業 年金セミナー事業 地域相談事業 年金委員活動支援事業

令和５年１２月 ●高等学校等での年金セミナー
実施

●地域型年金委員連絡会及び地区
連絡会の開催

令和６年１月 ●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

●高等学校等での年金セミナー
実施

●職域型年金委員に対する情報誌
「ハナミズキ通信」送付（四半
期）

令和６年２月 ●高等学校等での年金セミナー
実施

●地域型年金委員連絡会及び地区
連絡会の開催

●徳島北年金委員研修の実施
●徳島南年金委員研修の実施
●阿波半田年金委員研修の実施

令和６年３月
〔地域年金事業運
営調整会議〕

●市町村担当者向け情報誌「か
けはし」の送付

●地域型年金委員連絡会及び地区
連絡会の開催

■ 実施スケジュール
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